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４【関係会社の状況】 

主要な事業の内容 関係内容 



－  － 

 

(7) ／ 01/07/17 10:00 (01/06/15 23:41) ／ 261030_01_020_2k_01001400／第１企業／電気化学工業／有報.doc 

7

主要な事業の内容 関係内容 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

セグメント 事業内容 

議決権の 
所有割合 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、情報技術関連を中心とした民間設備投資の持ち直しやアジア経済

の回復に伴う輸出増加が寄与し、総じて緩やかな回復基調で推移してまいりましたが、個人消費が本格回復

に至らないまま、昨年秋以降の米国経済の減速に伴い、国内景気も期末にかけて再び停滞色を強めてまいり

ました。 

 化学工業界におきましては、国内需要の回復と輸出の増加により、生産は高水準で推移いたしましたが、

一昨年より急騰を続けた原油・ナフサ価格は昨夏以降も高止まりを続け、原材料コストの大幅上昇が、企業

採算を圧迫する度合いを強めております。 

 このような経済環境のもとで、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は業容の拡大と販

売価格の是正に全社をあげて注力するとともに、更なる収益力の向上と企業価値の増大を目指して、従来か

らの徹底したコストダウン施策に加え、「樹脂加工製品」「電子関連材料」「特殊混和材」などの成長性の

高い事業群への重点的な経営資源の配分を行い、積極的に事業ポートフォリオの改善に取り組んでまいりま
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第３【設備の状況】 
１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）では、成長性の高い事業群である「機能樹脂・加工」「電子材料」「特
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(4）【大株主の状況】 



－  － 

 

(21) ／ 01/07/17 10:02 (01/06/16 1:30) ／ 261030_01_050_2k_0100140





－  － 

 







－  － 

 

(26) ／ 01/07/17 10:02 (01/06/16 1:30) ／ 261030_01_050_2k_01001400／第４提出会社／電気化学工業／有報.doc 

26 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 
セメント事業

部長 
林 俊一 昭和16年９月26日生 
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第５【経理の状況】 
 

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、平成12年３月期（平成11年４月１日から平成12年３月31日まで）は改正前の連結財務諸表規則に基づき、

平成13年３月期（平成12年４月１日から平成13年３月31日まで）は改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。 

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第141期事業年度（平成11年４月１日から平成12年３月31日まで）は改正前の財務諸表等規則に基づき、

第142期事業年度（平成12年４月１日から平成13年３月31日まで）は改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

 

監査証明について 
 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成11年４月１日から平成12年３月31日ま
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

 (ロ）持分法適用の関連会社数 17社 

 主要な持分法適用の関連会社名は、

「第１ 企業の概況 ４．関連会社の

状況」に記載のとおりです。 

 なお、東洋スチレン㈱については重

要性の観点から持分法を適用すること

としました。 

 名岐デンカ生コン㈱は当年度中に解

散したため、持分法の範囲より除外し

ました。 

 また、東洋化学㈱は連結子会社へ、

小松デンカ生コン㈱は持分法適用非連

結子会社へそれぞれ異動しました。 

(ロ）持分法適用の関連会社数 17社 

 主要な持分法適用の関連会社名は、

「第１ 企業の概況 ４．関係会社の

状況」に記載のとおりです。 

 なお、大洋塩ビ㈱については、影響

力基準の適用により
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

 

 

 

 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(a）たな卸資産 

製品、半製品 







－  － 

 



－  － 

 

(44) ／ 01/07/17 10:03 (01/06/16 11:47) ／ 261030_01_080_2k_01001400／第５－２連結財務諸表作成／電気化学工業／有報.doc 

44 

前連結会計年度 
（自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

 
１．※１ このほか受取手形割引高 240百万円 
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前連結会計年度 
（自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

(2）経営指導念書 (2）経営指導念書 
 

（相手先） （保証内容） 

蒲原生コン㈱ 銀行保証 70百万円 

計  70 〃 
  

 
（相手先） （保証内容） 

蒲原生コン㈱ 銀行保証 60百万円 

計  60 〃 
  

(3）       ──────  
 

!
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当連結会計年度 

１．売買目的有価証券（平成13年３月31日現在） 

 該当ありません。 
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（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 
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（税効果会計関係） 

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前連結会計年度  当連結会計年度 

 （平成12年３月31日現在）  （平成13年３月31日現在） 

繰延税金資産（百万円）    

貸倒引当金損金算入限度超過額（百万円） 929  314 

未払事業税（百万円） 355  265 

役員退職慰労金引当金（百万円） 290  288 

退職給与引当金損金算入限度超過額 
（百万円） 

390 
 

－ 

退職給付引当金超過額（百万円） －  442 

賞与引当金損金算入限度超過額（百万円） 317  490 

棚卸資産及び固定資産未実現損益 
（百万円） 

893 
 

839 
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【所在地別セグメント情報】 
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日） 

 連結財務諸表提出会社は、平成12年５月18日開催の取

締役会の決議に基づき、次のとおり無担保普通社債を発

行しました。 

 連結財務諸表提出会社は、平成13年４月９日開催の取

締役会の決議に基づき、次のとおり無担保普通社債を発

行しました。 

（第10回無担保国内普通社債） （第12回無担保国内普通社債） 
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負債の部 

  
第141期 
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【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（百万円） 









－  － 



－  － 

 

(88) ／ 01/07/17 10:05 (01/06/09 22:13) ／ 261030_01_140_2k_010014





－  － 

 







－  － 

 










	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【沿革】
	３【事業の内容】
	４【関係会社の状況】
	５【従業員の状況】

	第２【事業の状況】
	１【業績等の概要】
	２【生産、受注及び販売の状況】
	３【対処すべき課題】
	４【経営上の重要な契約等】
	５【研究開発活動】

	第３【設備の状況】
	１【設備投資等の概要】
	２【主要な設備の状況】
	３【設備の新設、除却等の計画】

	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	(1）【株式の総数等】
	(2）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	(3）【所有者別状況】
	(4）【大株主の状況】
	(5）【議決権の状況】
	(6）【ストックオプション制度の内容】

	２【自己株式の取得等の状況】
	３【配当政策】
	４【株価の推移】
	５【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【連結財務諸表等】
	(1）【連結財務諸表】
	(2）【その他】

	２【財務諸表等】
	(1）【財務諸表】
	(2）【主な資産及び負債の内容】
	(3）【その他】


	第６【提出会社の株式事務の概要】
	第７【提出会社の参考情報】

	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	［監査報告書］





